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運転者が保持する車間時間に着目した
交通流シミュレーションによる交通流と

交通事故防止についての解析

隅田 康明1,a) 林 政喜1 合志 和晃1 松永 勝也2

受付日 2019年4月5日,採録日 2019年10月3日

概要：本研究では，運転者が走行中に保持しようとする車間時間と道路交通における交通流の関係につい
て，セル・オートマトン方式による交通流シミュレーションによって解析した結果について報告する．高
速道路上のサグなどでは，通過時に緩やかな減速が生じる箇所を起点とする自然渋滞が発生することがあ
る．こうした交通渋滞は，先行車両の減速に対してより強い減速を行う車両が連続する状況で発生するこ
とが報告されており，先行車の減速に対して緩やかな減速で対応可能とするためには，十分な車間距離（車
間時間）保持が必要となる．そこで，実測した車間時間分布に基づいて，各車両が設定した保持車間時間
以上の車間時間を保持するモデルによって，現実の車間時間分布をシミュレーション環境内で再現し，各
車両が保持する車間時間と流量との関係を調べた．その結果，3秒以上の車間時間を保持する運転者が増
えると，衝突事故防止効果が高まるだけでなく，交通流の円滑化効果も高まることを示した．
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Abstract: In this paper, the relation between traffic flow and drivers’ headway holding time using the results
of a cellular automaton simulation is presented. At sag sections, natural traffic congestion may occur, and
it may start from a point where moderate deceleration occurs at the time of passing. Such traffic conges-
tion occurs in situations where vehicles perform considerable deceleration because of deceleration preceding
vehicles.To prevent this, driving at a sufficiently long headway time is required. Therefore, we measured
headway time distribution and reproduced actual headway time distribution based on simulation by a cellu-
lar automaton model that held the headway time more than the headway holding time set by each vehicle.
As a result of the simulation experiment, we identified that maintaining a headway time of more than 3 s
would not only improve traffic flow but also prevent traffic accidents.
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1. はじめに

人や物の輸送は自動車に大きく依存しており，自動車道

路において発生する渋滞による損失は膨大なものとなって

いる．日本での 2012年時点における渋滞での損失時間は

年間で 50億時間に達すると推計されており，その経済的
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損失額は約 11兆円 [1]，米国においても 2014年には 69億

時間の時間的損失，1,600億米ドルの経済的損失が発生し

ていると見積もられている [2]．渋滞時においては多重衝

突事故や玉突き事故といった重大事故に発展する危険性も

高くなる．わが国における追突事故は依然として高い水準

で発生しており，平成 29年中においては約 17万件の発生

件数である [3]．交通渋滞が発生した場合には，渋滞の最後

尾の車両は停止状態，または低速状態での走行となる．追

突事故の約 90%は停止状態の車両に対するものであり，渋

滞の発生は追突事故の発生可能性も高くする．交通渋滞は

経済的損失だけでなく多くの人的損失も生じさせるもので

あり，渋滞の防止・解消は現代の自動車社会における大き

な課題である．

1.1 関連研究

高速道路などの自動車専用道路においてはトンネルやサ

グ（道路縦断線形の凹部）などがボトルネック箇所となる

自然渋滞の発生が問題となっている．前方車両との車間距

離（車両間の距離）が短い状態で前方車両が減速した場合，

後続する車両のそれに対応した減速操作には認知反応時間

分の遅れが生じる．そのため，後続車両が前方車両と同じ

速度を保つためには前方車両よりも強い減速制動によって

対応する必要が生じる．さらに後続する車両があった場合

には，その車両はさらに大きな減速を必要とすることにな

る．これが次々と伝播していくことが自然渋滞発生の一因

となっている．

こうした自然渋滞を防止するためには，緩やかな減速で

対応可能な車間距離を保持しておくことが有効であり，車

両群のなかに長い車間距離で走行する車両が存在した場

合，その車両が減速波の伝播を吸収する役割を果たし，渋

滞の発生を抑制することができるとするシミュレーション

実験報告がある [4], [5], [6]．萬屋らは，先行車両の速度が

低速になったときに，より長い車間距離をとる車両によっ

て，渋滞を緩和するモデルを [7]，石川らは車両が先行車

の持つ情報を共有し，先行車の予測速度に合わせて減速を

行う GNSモデルを提案している [8]．また，近年では自動

運転自動車の実現に向けた研究開発が活発であり，他車と

の相互通信（車車間通信）や前方の道路状況を把握可能な

機能（路車間通信）を備えた自動運転車によって渋滞を解

消できるとする報告もある [9], [10]．また，先行車両との

車間距離に応じて自動的に速度と車間距離を調整する機能

を持つ ACC（Adaptive Cruise Control）機能を搭載した

車両も，渋滞の防止や解消に有用であることが示されてい

る．たとえば，星野らは車間距離を自動調整する ACC車

両を投入した交通流モデルによる解析を行っており [11]，

ACC車両を一定割合導入することによって，交通流量を

増加させる効果があるとしている．ACC車両に路車間通

信機能や車車間通信機能を持たせた CACC（Cooperative

Adaptive Cruise Control）車両についても同様の研究結果

が示されている．たとえば鈴木らは CACC車両が保持す

る車頭時間を現状よりも長くすることで，より高い渋滞

解消効果が得られるとしている [12]．また，Liuら [13]も

CACC車両の市場浸透率が高まると交通量を増加させる

効果があると報告している．しかしながら，こうした機能

を持つ自動車が十分に普及するまでは，人が自動車を運転

する状況が継続する．そのため，渋滞の解消，緩和におい

ては人が緩やかな減速で対応可能な車間距離を保持した運

転を行うことが重要であり，人の車間距離保持特性を考慮

したシミュレーションによる交通流解析が必要と考えられ

る．これらの提案モデルは，車間距離を長くする，先行車

の情報を共有する，ACC機能を利用することによって人

間運転者が無意識的に行う減速を防止する，などの方法で

緩やかな減速を行わせることにより渋滞の防止や解消が可

能としている．これらの先行研究では，先行車情報共有モ

デルや ACCモデルといった特別な処理を行うモデル以外

の各車両は，先行車両に衝突しない範囲において可能な限

り車間距離を詰める行動をとるものや，1.5秒程度の短い

車間時間（先行車両の車尾がある地点を通過してから，後

続車両の車頭が同地点に到達するまでの時間）での走行を

行うもの（文献 [13]など）がほとんどであり，短い車間距

離での走行によって大きな減速が生じやすい．

これに対して，玉城らは車両速度 vi の車両が必ず保持

する安全車間距離 Gi
s を，自動車検査業務実施要領の定め

る制動装置の基準である式 (1)を用いて算出し，速度 viで

必ず停止できる距離以上の車間距離を保持する車両群を仮

定したモデルによって，車両の加速度，車両が最低限保持

する車間距離による交通流への影響を調べている [14]．こ

のモデルでは，式 (1)によって計算される車間距離を安全

車間距離（文献 [14]中の定義）と定義し，各車両がそれ以

上先行車両に接近しないルールを設けている．この安全車

間距離と，空走距離と制動距離の和からなる停止距離，安

全車間時間（車両が停止するために必要な距離を時間に置

き換えたもの）を速度別に示すと図 1 のようになる（ただ

し，停止距離と安全車間時間は摩擦係数 0.65，運転者の認

知反応時間 1.5秒で計算）．ここで定義された安全車間距離

と停止距離は，前方車両がその場で停止したとしても追突

を回避できる距離であり，追突事故を防止するために必要

な距離であるといえる．しかしながら，現実には安全車間

距離や停止距離よりも長い車間距離を保持している運転者

は少なく，より現実の状況に近い交通シミュレーションに

よる解析が必要と考えられる．

Gi
s =

{
0.15× (vi)2 (vi > 0)

0 (vi = 0)
(1)

ただし，最高速度が 125 km/hを超え，かつ，車両の総重

量が 3.5 tを超え 12 t以下の自動車の基準値．
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図 1 停止に必要な距離と時間

Fig. 1 Required distance and time to stop.

1.2 運転者の車間時間保持特性

図 2 は福岡県の国道上の一地点を走行する車両の車間

時間を計測した結果のうち，車間時間 4秒未満であった車

両の速度と車間時間の分布を示したものである（2017年

2月に国道 3号線（車線分離帯のある片側 3車線道路）で

計測 [15]）．車間時間 1秒未満においても広い範囲の速度

で分布しており，現実には多くの車両が不安全な車間時間

（車間距離）での走行をしている．0.5秒刻みの車間時間で

の度数分布図で示すと図 3 の実測値のようになり，車間時

間 1秒～1.5秒での走行を行っている車両が最も多く，約

42.2%の車両が 1.5秒未満の車間時間での運転を行ってい

た．また，約 14.2%の車両が 1秒未満の車間時間であり，

約 0.6%は 0.5秒未満の車間時間での走行であった．これ

は，同じく公道上での運転者の保持車間時間を調べた他の

研究と近い分布である [16], [17], [18]．図 2 の計測結果は，

法定速度 60 km/hの道路におけるものであるが，60 km/h

を超える速度の車両も多く存在しており，そのような高い

速度であっても運転者が保持する車間時間は 0.5秒未満～4

秒程度までの広い範囲で分布している．このように，現実

の交通流においては，運転者はそれぞれ異なる車間時間保

持特性を持ち，車両速度にかかわらず広い分布となってお

り，このような車間時間保持特性を考慮した交通流シミュ

レーションが必要と考えられる．

1.3 研究目的

これまでの研究では，交通量の最大化を目指した分析が

行われることがほとんどであり，道路を走行する運転者の

時間的損失についての検討は十分とはいえない．交通流に

おいて交通量が最大となるのは，車両密度が高い（車間距

離が短い）状態にあって車両が平均的に高い速度で走行し

ている状態である．こうした状態は交通流においてメタ安

定分岐状態と呼ばれ，高い速度かつ短い間隔で車両が計測

地点を通過することから交通量が増加しやすい．その一方

で，速度が高く車間距離が短い状態は減速波の伝播現象が

図 2 公道での車両速度と車間時間計測結果

Fig. 2 Result of velocity and headway distance measurement

on public roads.

図 3 車間時間分布の実測値とシミュレーション値

Fig. 3 Measured value and simulated value of headway time.

発生しやすく，1台の車両の減速行動によって渋滞が発生

する可能性がある不安定な状態である．渋滞中であっても，

交通流が停滞しない範囲であれば高い交通量となることも

あるが，個々の車両の旅行速度は低下し，渋滞による時間

的損失は大きなものとなる．運転者の時間損失を減らし，

安定して交通が流れる交通量を調べることによって，道路

のボトルネック対策を行う取り組みも行われている [19]．

渋滞発生時には追突事故の発生可能性も高くなり，事故渋

滞につながることもあることから，運転者の時間損失を減

らす，すなわち，車両の旅行速度を低下させない範囲にお

いて高い交通量を維持することは道路全体の輸送効率を向

上させるために有効であると考えられる．

以上に述べたようなことから，本研究では，人間の運転

者の車間時間保持特性を考慮した交通流シミュレーション

によって，運転者の保持車間時間と交通量や渋滞損失時間

の関係を調べることとした．また，シミュレーションの解

析結果をもとに，現実に実現可能な渋滞の防止・解消に向

けた施策を検討，提案する．

2. 交通流シミュレーションモデル

本研究では，減速波の伝播による自然渋滞の解析を個々
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の車両が保持する車間時間に着目して行うために，車両 1台

1台の行動を記述できるセル・オートマトンによるシミュ

レーションを採用した．シミュレーションはセル・オー

トマトンモデルのなかでも代表的なモデルである Nagel-

Schrekenbergモデル [20]（以降，NSモデル）を参考に，こ

れを拡張したモデルによって行った．

2.1 NSモデルの基本ルール

NSモデルは解析領域となる道路をセル単位に分割し，1

つのセルは車が存在するか，存在しないかのいずれかの状

態をとる．セル上の車両はそれぞれ速度（vn）のパラメー

タを持ち，各車両は最高速度（Vmax）を超えない範囲内

において加減速を行う．また，セル上のすべての車両は自

身の前方に存在する車両との衝突を避けるように減速を行

い，先行車両を追い抜くことはできない．さらに，各車両

は一定の確率（p）で減速を行い，これによって自然渋滞の

発生を促す．そして，すべての車両の速度変更を行った後

に車両位置を一括で変更する．この一連の流れを毎ステッ

プ実行して交通流を表現する．各車両の速度は，1ステッ

プ前の状態を参照して決定するため，前方車両の速度変化

への対応は 1ステップ遅れて実行される．前方車両の減速

への対応が 1ステップ遅れることから，後続車両が衝突し

ないためのセル間隔を保つためには前方車両よりも強い減

速制動が必要となる．これによって，人の認知反応時間の

遅れによる減速波の増幅，伝播現象がシミュレーション上

で再現されることになる．そして，すべての車両の速度変

更を行った後に車両位置を一括で変更する．解析領域とな

るセルは周期条件と開放条件があり，周期条件の場合には

終点セルと始点セルがつながったゴールのない循環道路の

ような構造になる．開放条件では始点セルから車両を送り

出し，終点セルに到達した車両は解析領域内から順に出て

いくことになる．周期条件では解析領域内の車両密度（車

両数/セル数）をつねに一定とすることができ，開放条件

では流入させる車両と流出する車両の比によって車両密度

は変動する．サグや信号といった特定の場所を起点とする

渋滞現象を解析する場合，周期条件ではサグ箇所などで渋

滞が発生し交通流が停滞すると，終点セルから始点セルに

移動する車両も少なくなるため，道路上流からの車両の流

入も停滞してしまう．また，本研究では各車両の車間時間

と旅行時間や旅行速度などの関係についても調べるため，

始点と終点が明確になる開放条件でのシミュレーションを

選択した．

2.2 車間時間保持ルールの追加

各車両はそれぞれ保持車間時間（車両が保持する車間時

間）のパラメータを持ち，設定された保持車間時間未満の

車間時間になった場合に，保持車間時間を維持するために

減速するルールを追加した．このルールについては，玉城

ら [14]が提案した『車両は前方車両との車間距離をあらか

じめ与えられた距離に保とうとする』安全車間距離ルール

を参考とし，安全車間距離を保持車間時間に置き換えた．

安全車間距離ではなく車間時間を用いたのは，安全車間距

離ルールでは現実に存在する短い車間距離で走行する車両

に対応できないこと，運転者に対する教育を行う場合には

速度による変化が大きい車間距離ではなく車間時間を用い

る場合が多いことなどが理由である．また，玉城らの手法

では各車両の車間距離は安全車間距離未満には絶対になら

ないが，本研究では車間時間が保持車間時間未満となった

ときに減速するために，各車両の車間時間が保持車間時間

未満となる場合がある．また，低速時に車間時間不足によ

る減速によって停止と発進を繰り返す状況は不自然と考え

られるため，車間時間による速度変更は 1を下限とした．

車間時間保持のための減速は，確率的減速処理の前に行う

こととした．一連の処理をまとめると，次の手順となる．

( 1 ) 加速： vn ⇐ min(vn+1, Vmax)

( 2 ) 減速： vn ⇐ min(vn, dn)

　 dn ← xn+1 − xn

( 3 ) 保持車間時間による減速：

車間時間が保持車間時間未満の場合に，

　 vn ← max(vn−1, 1)

( 4 ) 確率的減速： 確率 pで vn ← max(0, vn−1)

( 5 ) 車両位置更新： xn ← xn + vn

2.3 実測データをもとにした車両生成

一般的な周期境界条件での NSモデルによるシミュレー

ションでは，車両は定められた車両密度となるようにセル

上にランダムに配置されることがほとんどである．各車両

の最高速度などについても定められた規則のうえでランダ

ムに決定されるのが一般的である．しかしながら，現実に

走行する車両の速度や車間時間は単純な一様分布ではな

く，図 3 に示すような分布となる．実際に走行する車両

の情報を利用した車両群を生成することによって，より現

実の状態に近い交通流シミュレーションを行えるようにな

ると考えられる．そこで本研究では，公道において実際に

測定した車両の車間時間と速度をもとに車両を生成するこ

とにした．測定地点通過時点の車両の車間時間と速度を計

測し，記録したデータを車両の生成時に利用する．各車両

には初期速度，最高速度，保持車間時間をそれぞれ設定す

る．初期速度は測定データの速度をそのまま設定した．各

車両の最高速度については，実測データの速度をもとに設

定することとし，実測データの車両速度を最高速度とした．

ただし，各車両の最高速度は下限速度～上限速度の範囲と

し，実測データの車両速度がこの範囲外である場合にはそ

れぞれ下限速度，上限速度に設定した．今回は，最高速度

は 54 km/h（下限速度：1セルを 5 mとした場合の 3セル/

ステップの速度）～90 km/h（上限速度：1セルを 5 mとし
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表 1 車間時間設定の確率分布表

Table 1 Probability distribution of headway time.

設定車間時間 [ms] 確率

500 0.58%

500 + r 13.67%

1000 + r 27.92%

1500 + r 22.18%

2000 + r 14.77%

2500 + r 9.66%

3000 + r 6.63%

3500 + r 4.59%

r : 0～500 の一様乱数

た場合の 5セル/ステップの速度）の範囲とし，図 3 に示

した速度と車間時間計測結果をもとに車両を生成すること

とした．保持車間時間は実測データが 4秒以下の場合には

測定時の車間時間をその車両の保持車間時間とし，4秒よ

りも大きい場合には測定した車間時間データの車間時間の

確率分布から最小保持車間時間を設定した．また，計測車

間時間が 4秒よりも大きい場合には，表 1 に示す車間時間

の確率分布に従って保持車間時間を決定した．表 1 は図 3

の度数分布図のデータから求めたものであり，これに 0～

500ミリ秒のランダムな値を加えることで図 3 の車間時間

分布に従うように各車両の保持車間時間を設定した（ただ

し，500ミリ秒を下限とする）．なお，本研究では実測デー

タが 4秒以下の場合には測定時の車間時間をそのまま利用

したが，すべての車両の車間時間を表 1 の確率分布をもと

に生成しても図 3 に近い車間時間分布が得られる．なお，

表 1 の車間時間確率分布は，一般道で計測したデータから

得たものであるが，前述したように公道上での運転者の保

持車間時間についての報告では測定道路が異なっても近い

結果である．したがって，表 1 の車間時間確率分布によっ

て，人間の運転者が保持する車間時間の分布に近いものを

得られると考えられる．この処理によって，解析領域内を

走行する車両の速度分布と車間時間分布が現実のものと近

いものになり，車間時間の初期値が実測値となることで，

現実に近い車群をシミュレーション上で再現することがで

きる [21]．

2.4 サグによる減速ルールの追加

解析領域内通過時に確率 psで減速するセルを設定し，サ

グにおける渋滞現象を再現する．サグによる減速は，確率

pによる場所を問わない確率的減速の後に処理するが，サ

グ部での先行車両の有無によらない急な減速を防止するた

めに，確率的減速が行われたステップではサグによる減速

は行わない設定とした．

3. シミュレーション実験

実装した車間時間保持モデルによって，シミュレーショ

図 4 サグでの減速確率 50%と 60%での交通流の遷移

Fig. 4 Transition of traffic flow with 50% and 60% probability

of deceleration in sag.

ン実験を行った．車両の生成については，実測した車間時

間データ（図 3）と速度データを使用し，保持車間時間と

最高速度を設定した．シミュレーション結果の記録を開始

する前には十分なステップ数（道路長ステップ分）を進め，

シミュレーション内の環境が安定してから記録を開始した．

3.1 渋滞が発生するサグでの減速確率

サグの存在する自動車専用道路を想定し，1 セルの長

さ：5 m，1ステップ：1秒，道路長：5 km（1,000セル），サ

グの配置：3 km地点，減速確率 p=40%，ステップ数：600

ステップとした．サグでの減速確率 ps については，渋滞

の原因となるほとんどのサグは 60%以上の高い割合で速度

を低下させるとの古市らの研究 [22]から引用して，サグで

の減速確率 ps は 60%の設定とした．ps=60%としたとき

に，現実と近い現象をシミュレーション上で再現できるか

を確認するために，ps の値を 40%・50%・60%に設定し，

各 100回シミュレーションを行い渋滞が発生した回数を調

べたところ，ps=40%までは渋滞の様相は確認できなかっ

たが，ps=50%では 100回中 39回サグ位置での交通流の

停滞が発生，ps=60%のときには 100回中 100回，サグ位

置での交通流の停滞が発生していた．図 4 に ps=50%と

ps=60%の場合におけるシミュレーション結果の一例を示

す（縦軸：時間経過，横軸：車両位置，図中の黒点が車両を

表す）．ps=50%の場合にはサグ部において交通流の停滞が

生じても，その後の流れによって解消されることもあるが，

ps=60%では交通流の停滞が発生した後に，徐々に渋滞の車

列が長くなっている．こうした交通流の停滞が ps=60%と

したときに確実に発生することから，以降に述べるシミュ

レーションにおいてもサグでの減速確率は 60%とした．

3.2 車両の保持車間時間と交通流量の関係

車両が保持する車間時間と交通流の関係を調べるために，

車両の保持車間時間を 0.5秒～4秒まで 0.1秒刻みで変化さ

せてシミュレーションを行った．シミュレーションの設定

は，1セルの長さ：5 m，1ステップ：1秒，道路長：5 km

（1,000セル），サグの配置：3 km地点，減速確率 p=10%，

サグでの減速確率 ps=60%，ステップ数：3,600ステップ

として，各車間時間ごとに 10回シミュレーションを行い，
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図 5 保持車間時間と交通密度，交通量の関係

Fig. 5 Relationship between holding headway time, traffic

density and traffic flow.

3,600ステップ中に終点セルに到達した車両数（交通量），

各車両の旅行速度，旅行時間の平均値，サグの上流 1 km

地点と下流 1 km地点での平均速度を記録した．なお，以

降のシミュレーションについては，特に記載しない限り上

述の設定としている．図 5 に保持車間時間ごとの車両密

度（車両台数 [台]/セル数）と交通量（終点セルを通過し

た 1時間あたりの車両数）を示す．ただし，実測車間時間

分布でのシミュレーション結果を保持車間時間 0秒として

示している．実測車間時間分布では，1時間あたりの交通

量の平均値は約 1,125.2台，車両密度の平均値は約 0.26で

あった．交通量は全車両の保持車間時間を 1.5秒とした場

合に最も多く，1時間あたり約 1,203.4台であった．保持

車間時間 1.5秒までは交通量は徐々に増加し，それ以降は

保持車間時間が大きくなるにつれて交通量が減少する傾向

がみられた．最も交通量が少なかったのは保持車間時間を

4秒とした場合であり，その平均は約 788.7台であった．

車両密度についても同様の傾向であった．図 6 は旅行速

度，サグ上流 1 km地点と下流 1 km地点を通過した車両の

平均速度を保持車間時間別に示したものである．ただし，

実測車間時間分布でのシミュレーション結果を保持車間時

間 0秒として示している．サグ下流の平均速度は全体的に

50 km/hを超えており，渋滞が発生していても 1 km下流

では車両の速度は回復している．しかしながら，サグ上流

1 kmの平均速度は保持車間時間によって大きな差が生じ

ており，保持車間時間が 2.4までは 10 km/hを下回る状態

となっている．保持車間時間を固定しない場合には，明ら

かに渋滞による交通流の停滞が生じており，実際に 60%程

度の確率で速度を減少させるサグによって，多くの渋滞が

発生している現実の状況とも一致する．保持車間時間 2.4

秒～2.6秒の範囲においてサグ上流の平均速度が不安定と

なっており，保持車間時間 2.7秒から安定して高い速度で

通過できるようになっている．また，変化が小さくグラフ

では分かりにくいが，保持車間時間 1.7秒でサグ上流の平

均速度の変化が大きくなっており，これは図 5 の車両密度

図 6 保持車間時間ごとのサグ上流と下流の平均速度

Fig. 6 Relationship between holding headway time and

velocity of sag up and down stream.

図 7 保持車間時間と累計損失時間の関係

Fig. 7 Relationship between holding headway time and

cumulative loss time.

が小さくなるポイントと同じである．車両密度のグラフと

あわせてみると，保持車間時間 1.7秒～2.6秒の範囲で車両

密度が同じであって速度が高い状態と低い状態が混在して

いる．こうした状態は交通流においてメタ安定分岐状態と

呼ばれ，渋滞が発生する場合と発生しない場合が生じる不

安定な状態である．一方で保持車間時間 2.7秒からは密度

の低下に応じて交通量は減少傾向となるものの，速度が高

くなる自由走行相であり，自由走行相における交通量は安

定して流すことができる交通量であるといえる．旅行速度

については，サグ上流での速度低下の影響を大きく受けて

おり，安定して高い旅行速度となるのはサグ上流の速度と

同様に 2.7秒以上の車間時間を保持した場合となっている．

次に，渋滞によって生じる時間的損失について調べた．

車両 1台あたりの渋滞損失時間は式 (2)によって算出した．

基準旅行時間は渋滞が生じなかった場合の旅行時間であり，

今回はサグでの減速確率を 0%としたシミュレーションを

10回行い，その平均値 385.2秒（6.42分）を基準として渋

滞損失時間を算出した．なお，今回は乗車人数については

考慮せず，車両単位での損失時間として評価を行った．保

持車間時間別の累計損失時間を図 7 に示す．ただし，実

測車間時間分布でのシミュレーション結果を保持車間時間

0秒として示している．5 km区間における実測車間時間分
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図 8 保持車間時間 1.5 秒と 2.7 秒における交通流の遷移

Fig. 8 Transition of traffic flow at holding headway time

1.5 seconds and 2.7 seconds.

布での累計渋滞損失時間は 164.1時間であり，車両 1台あ

たりでは約 8.75分の損失であった．累積損失時間が最大と

なったのは，保持車間時間 1.6秒の場合であり，その累計

は 258.5時間，車両 1台あたりでは約 13.1分であり，非渋

滞時の 3倍以上の旅行時間を必要としていた．また，渋滞

損失時間においても旅行時間と同様に，保持車間時間 2.7

秒から損失時間が大きく減少し，サグでの減速がない状態

と同程度の時間で解析区間を通過できている．最も多くの

車両を通過させることができるのは保持車間時間を 1.5秒

に設定した場合であったが，旅行速度が低くなり，渋滞に

よる時間損失も大きくなっている．メタ安定分岐現象が生

じなくなる保持車間時間 2.7秒以上での交通量の平均値は

約 1,069.2台であり，これは保持車間時間を 1.5秒とした

場合の約 90.5%にあたる．一方で，保持車間時間 1.5秒の

条件での損失時間は保持車間時間 2.7秒の場合の約 35.6倍

であり，交通量は多くなる一方でその道路を走行する車両

の時間的損失が大きく増加する結果となった．図 8 に交通

量が最大となった保持車間時間 1.5秒の場合と，自由走行

相となる保持車間時間 2.7秒での交通流遷移図の一例を示

す．保持車間時間を 2.7秒とした場合には，サグでの減速

が生じた場合でも十分な車間距離があることから渋滞波の

伝播は生じず，交通流の停滞は起こらない．それに対して，

保持車間時間 1.5秒の場合には，交通流の停滞が起こり渋

滞の車列が時間経過とともに長くなっている．サグでの確

率的減速が一定時間発生しなかった場合には，図のように

一時的にサグ部での渋滞が解消されることもあるが，その

後再び渋滞の様相を示している．このように，保持車間時

間が短い場合には，解析領域内に多くの車両が配置される

ことから交通量は増大するが，渋滞の発生によって個々の

車両の速度が大きく低下し，個々の車両が受ける時間的損

失も大きなものとなっている．

3.3 保持車間時間延長の啓発運動の効果検証

追突事故の防止を主な目的とし，車間時間を 2秒または

3秒を保つことを推奨する啓発運動が都道府県警察などに

よって行われている．たとえば，大分県においては 2015

図 9 大分県における保持車間時間延長の啓発運動の効果

Fig. 9 Changes of histogram of headway time before and after

the awareness campaign.

年より 3秒の車間時間保持を推奨する啓発運動が行われて

おり，啓発運動の前後において運転者の保持車間時間の延

長が確認できている（図 9，文献 [21] Fig. 16のデータよ

り作成）．しかしながら，車間時間 1秒未満の運転者の割

合は大きく変化していない．すなわち，すべての運転者に

対して啓発運動が有効なわけではなく，啓発運動を行った

としても短い車間時間での運転を行う運転者をゼロにする

ことはできないものと考えられる．

たとえば，実測車間時間分布で生成した車両のうち，保

持車間時間 1.5秒未満であった全車両の保持車間時間を 3

秒に変更してシミュレーションを行った場合には，平均交

通量は約 1,120.6台，平均旅行速度は約 37.7 km/hと高い

交通流量を得られる結果となった（車間時間以外は前節と

同条件で 10回実行）．このように，保持車間時間が短い車

両がいない場合には交通流を大きく改善することができる

が，すべての車両の車間時間を 2.7秒以上とすることや，

短い車間時間の車両を完全に排除することは現実的な提案

ではない．そこで，実測車間時間分布で生成した車両群の

うち，短い車間時間保持の車両に対して，3秒の車間時間

を保持する教育や啓発運動の効果があった状況を仮定し，

全体のどの程度の運転者が十分な車間時間をとれば交通流

量が改善されるかについて検討した．

実測車間時間分布で生成した車両のうち，保持車間時間

が 3秒未満の車両の保持車間時間を確率 pe で車間時間保

持教育に成功したものと仮定し，保持車間時間を 3秒に設

定し直してシミュレーションを行った．確率 pe は 0%から

10%刻みで変化させ，それぞれについて 10回シミュレー

ションを実行した．確率 peごとの交通量，サグ上流と下流

の平均速度を図 10 に示す．pe=0%は図 6 の旅行速度と同

値であり，peの増大に合わせてサグ上流の速度が速くなる

関係がみられる．pe=30%で速度のばらつきが大きくなっ

ており，渋滞相からメタ安定相となっているものと考えら

れる．pe=60%からサグ上流速度も安定して高い速度とな

り，渋滞が発生しない状態となっている．交通量について
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図 10 車間時間教育の成功確率と交通流量改善効果

Fig. 10 Transportation efficiency improvement effect of

success probability of headway time education.

は，pe の増大によって低下する傾向がみられるが，旅行速

度が安定する pe=60%でも最大値（1,150台，pe=50%の場

合）の約 94.5%であり，交通流量に大きな影響を与えるほ

どの低下ではなかった．なお，pe=30%における保持車間

時間の平均値は約 2.2秒，pe=60%では約 2.6秒であった．

4. 考察

運転者が保持する車間時間に着目し，保持車間時間を変

化させたシミュレーションを行った結果，保持車間時間が

短い車両を減少させ，十分な車間時間を保持させるように

することで，旅行速度の改善が期待できることが確認でき

た．すべての車両が 1.7秒の車間時間を保持した場合には

メタ安定状態となり，交通量が最大値に近づく可能性が高

くなるが，その一方で渋滞の発生確率が高まり，車両の速

度は大きく低下し，各車両の損失時間も増大する．車間時

間 1.7秒は車頭時間にすると 2.0秒程度になるため（ただ

し，車両の長さや速度により変動），渋滞が発生しない条

件下においては 1,800台/h/車線の交通量となる．同様に，

交通流の停滞が生じる可能性が低くなる車間時間 2.7秒で

は，車頭時間は 3.0秒程度となり 1,200台/h/車線の交通量

を見込める．渋滞による損失を十分に小さくしたうえで，

サグのある道路においても約 1,069.2台/h/車線の交通量

を見込めることから，2.7秒以上の車間時間を保持するこ

とによる利益は大きいものと考えられる．また，この交通

量と渋滞発生割合の関係については，大口らの調査・分析

結果（文献 [23]，p.219，図 3）ともよく一致しており，渋

滞発生条件の解明においては車間時間条件（または車頭時

間）による解析は有効なものと考えられる．

すべての車両の保持車間時間を同一にすることは現実的

ではないことから，短い車間時間で運転している運転者に

対して，車間時間保持教育が成功した状況を仮定したシ

ミュレーションを行った．交通流が明確に改善するのは，

現時点で 3秒未満の車間時間で運転している運転者のうち，

60%以上の運転者が 3秒の車間時間を保持するようになっ

た場合であり，サグのある道路においても渋滞が発生しな

図 11 車間時間教育の成功確率 30%での交通流量改善効果

Fig. 11 Traffic flow improvement effect with 30% success

probability of headway time education.

い状況となる．ただし，車間時間保持教育の達成率 30%～

40%程度でも交通流の改善はみられるため，現実的な指標

としては車間時間保持教育の達成率 30%（平均 2.2秒の保

持車間時間）を第 1の目標とするのが妥当と考えられる．

参考として，車間時間保持教育の達成率 30%における交通

流遷移図の一例を図 11 に示す．教育達成率 (pe)=0%では

図 4 の左図と同様に渋滞車列が長くなる様相となっている

が，pe=30%では部分的にサグでの交通流の停滞がみられ

るものの，全体としては渋滞様相の形成はみられず自由走

行相に近いものとなっている．ただし，図 11 の結果はあ

くまで一例であり，pe=30%はメタ安定相であってサグ部

での確率的減速の発生回数によっては交通流の停滞が起こ

る可能性もある．車間時間保持教育の達成率 30%は現実的

な目標値として示しているが，理想的には自由走行相とな

る 60%を目指すのが望ましいと考えられる．

また，今回のシミュレーションでは交通需要が十分に高

い状況を想定し，始点セルから新たな車両が発車可能な状

況になれば即座に次の車両をスタートさせた．このような

高い交通需要は，都市部の自動車専用道路以外では多くは

発生しないので，都市部以外の多くの道路では 30%よりも

低い車間時間保持教育の達成率であっても，交通流を改善

できる可能性が高い．大分県における保持車間時間延長の

啓発運動では，車間時間 3秒以上の車両の割合は啓発前後

で約 23.3%の増加であり，教育達成率 30%は妥当な目標と

考えられる．ただし，同じ 30%の教育達成率であっても，

車間時間保持教育の結果を 3.5秒とした場合の平均旅行速

度は約 23.6 km/h，4秒とした場合には約 35.4 km/hとなっ

た（前節と同条件で教育後の車間時間のみを変更）．啓発・

教育を行う目標車間時間を 3.5秒や 4秒とした方が渋滞解

消の効果も高くなることから，保持車間時間延長の啓発運

動を行う場合には，その地域の運転者の車間時間保持特性

を調査のうえで，目標とする保持車間時間を設定すること

が望ましい．また，今回はシミュレーションの単純化のた

めに運転者の認知反応時間を 1秒と仮定したが，人の認知

反応時間は突発的に遅れる場合がある．このことからも，

実際に啓発・教育を行う場合には 3秒よりも長い車間時間
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を推奨することでより高い交通流の改善効果が期待できる

と考えられる．

本研究ではサグのある道路を想定し，3秒以上の車間時

間を保持することでサグ部での減速行動に起因する自然渋

滞の防止・解消を望めることを示した．ただし，短い車間

時間で運転する車両の減速を起点とする渋滞は，その車両

の上流で発生するため，循環道路を周回するような状況以

外では，渋滞を引き起こす起点となった運転者自身は渋滞

による不利益を受けない．したがって，3秒以上の車間時

間を推奨する場合には，車間距離の短い運転で得られる利

益は小であることを説明することによって，全体の不利益

だけでなく，事故防止や疲労軽減など運転者個人の利益を

説明していくことが重要と考えられる．

5. おわりに

本研究では運転者が保持する車間時間に着目したセル・

オートマトンによる交通流シミュレーションによって，次

にあげる知見を得た．(1)現実に近い車間時間分布に基づ

いた車両生成手法によって，各車両が保持する車間時間を

設定することによって，現実に近い車間時間分布と近い分

布をシミュレーション環境内で再現可能であった．(2)全

車両の保持する車間時間を統一した場合，所持する車間時

間が 1.5秒で最大の交通量となるが，サグでの渋滞が発生す

ることで旅行速度は大きく低下する．すべての車両が 2.7

秒の車間時間を保持した場合には，サグの存在する道路で

あっても渋滞を発生させず，交通量も最大量の約 90.5%を

維持可能である．(3)現実的な渋滞解決策の提案として，

車間時間保持の啓発運動を行った場合の効果をシミュレー

ションによって検討した．その結果，3秒未満の車間時間

で運転する運転者の 30%を 3秒の車間時間を保持するよう

に教育・啓発できた場合には，交通流量の改善が得られ，

60%の教育成功によって，サグでの渋滞発生を解消できる

可能性が高い．

運転者が保持する車間時間を延長させることは，追突事

故を防止する可能性を高くするとともに，道路の交通流量

を改善させる効果も期待できる．3秒以上の車間時間を保

持するように啓発する運動は事故防止だけでなく渋滞防止

においても効果的であり，30%の運転者の車間時間を 3秒

以上に改善させることが現実的な目標として妥当であり，

渋滞そのものの防止のためには 60%の運転者の車間時間を

改善させることが望ましい．ただし，運転者は自身の保持

する車間時間を過剰に長く評価する傾向があるため [17]，

十分な車間時間を保持することによって得られる利益を説

明し，適切な車間時間のとり方を教育していくことや，運

転者に適切な車間時間を保持させる車載装置の研究・開発

を行っていくことが重要と考えられる．

本研究では，サグのある自動車専用道路のみを対象とし

たが，信号のある一般道路においても同様の解析が必要と

考えられる．今後は，信号周期や信号のある交差点での車

両の流入・流出状況を調査し，一般道における最適な車間

時間についての検討を行っていく予定である．また，今回

は法定速度 60 km/hの道路での車間時間計測結果をもとに

したシミュレーションを行ったが，より高い速度での計測

結果を用いた場合には，より長い車間時間が必要となる可

能性もある．高速道路での車間時間計測を行い，実測値に

基づいたシミュレーションによる解析を行うことも今後の

課題の 1つである．
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